
京都市医療的ケアを必要とする児童に係る保育利用要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法第３５条第２項により本市が設置する保育所、同法第

３５条第４項により市長の認可を受けた民営保育所、就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第１項、第３項及び第１７条第１項

により市長の認定又は認可を受けた認定こども園並びに児童福祉法第３４条の１５

第２項により市長の認可を受けた家庭的保育事業所、小規模保育事業所及び事業所内

保育事業所（以下「保育施設」という。）において、人工呼吸器を装着している障害

児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児で、集団保育が可能

であると本市が認めた児童（以下「医療的ケア児」という。）が保育を利用し、保育

施設等において健康で安全な生活を送ることができるよう必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において医療的ケアとは、主治医の指示に基づき保育施設において実

施される、疾病等の治療を目的としない児童の日常生活を営むうえで必要な医療的行

為であって、別表に定めるものを指す。 

 

（対象児童） 

第３条 医療的ケア児は、保護者から第４条第１項に定める申込みがあった児童のうち、

第６条第１項の規定により市長が医療的ケアの実施を認めた児童とする。 

 

（医療的ケア実施の申込み） 

第４条 保育施設における医療的ケアの実施を希望する保護者は、「医療的ケア実施申

込書」（第１号様式）を本市に提出しなければならない。 

２ 前項の申込みを行った保護者は、第１３条第１号に定める面談に先立って、次の各

号に定める書類を提出しなければならない。 

 ⑴ 「医療的ケアに係る調査票」（第２号様式）及び日常生活の状況等が把握できる

文書等 

 ⑵ 医療的ケアに係る主治医の意見が記載された文書及び「意見聴取に係る同意書」

（第３号様式） 

 

（検討会議） 

第５条 保護者から前条第１項に定める実施申込み又は第１４条第１項に定める実施

内容の変更申込み等がなされた際は、保育施設において医療的ケアを安全かつ適正に

実施するために、本市は速やかに医療的ケア実施等検討会議（以下「会議」という。）



を開催する。 

２ 会議の構成員は次のとおりとする。 

 ⑴ 医師（小児科医等） 

 ⑵ 看護師 

 ⑶ 子ども若者はぐくみ局幼保総合支援室において事務を主管する課長又は保育を

担当する課長 

 ⑷ 同室において事務を主管する係長及び保育施設の保健衛生を担当する係長 

⑸ その他市長が必要と認める者 

３ 会議は次の事項を協議する。 

 ⑴ 対象児童における保育施設での集団生活の可否 

 ⑵ 医療的ケア実施の可否 

 ⑶ その他保育利用及び医療的ケアの実施に必要な事項 

 

（実施の決定） 

第６条 保育利用に係る支給認定及び医療的ケアの実施の可否については、会議の結果

を踏まえて、市長が決定する。 

２ 市長は前項の決定を行ったときは、「医療的ケア実施意見書」（第４号様式）により

保護者に通知するものとする。 

 

（保育利用の調整） 

第７条 前条第２項に定める意見書により保育施設での医療的ケアの実施可能の通知

を受け、保育利用を希望する保護者は、児童福祉法附則第７３条第１項の規定による

読替後の同法第２４条第３項の規定による利用調整等の実施に関する要綱（以下「利

用調整等要綱」という。）に定める利用調整を受けなければならない。ただし、保育

施設利用中の児童が、同保育施設にて医療的ケアを実施可能となった場合を除く。 

 

（医療的ケアに関する指示） 

第８条 利用調整等要綱に定める調整を受け、保育施設における医療的ケアが実施可能

となった保護者は、速やかに主治医による医療的ケアに関する指示が記載された文書

及び「緊急時対応確認書」（第５号様式）を保育施設に提出し、その写しを本市に提

出しなければならない。 

  なお、与薬が必要な場合は、与薬に係る依頼書を合わせて提出するものとする。 

 

（医療的ケアの実施） 

第９条 保護者から前条に定める指示書を受けた保育施設は「医療的ケア実施通知書」

（第６号様式）及び「医療的ケア実施計画書」（第７号様式）を作成し、保護者に対



して保育施設で実施する医療的ケアについて十分に説明した上で通知するとともに、

その写しを本市に提出しなければならない。 

２ 前項に定める計画に変更が生じた場合については、同項の規定を準用する。 

 

（医療的ケア実施の承諾） 

第１０条 前条第１項に定める実施通知を受けた保護者は、「医療的ケア実施承諾書」

（第８号様式）を保育施設に提出するとともに、保育施設は、その写しを本市に提出

しなければならない。 

 

（担当看護師等の業務） 

第１１条 医療的ケアを実施する者は、保育施設に配置された看護師、保健師、助産師、

准看護師、医師又は認定特定行為業務従事者（以下「担当看護師等」という。）とす

る。 

２ 担当看護師等は、次の各号に定める業務を行う。 

 ⑴ 第８条に定める主治医の指示書に基づき、第９条第１項に定める計画書を作成の

うえ、医療的ケアを実施すること。 

 ⑵ 医療的ケアの実施内容を記録すること。 

 ⑶ その他、保育施設の長が必要と認める事項を行うこと。 

 

（保育施設の責務） 

第１２条 保育施設は、次の各号に定める責務を負う。 

 ⑴ ３か月毎に「医療的ケア実施報告書」（第９号様式）を作成し、保護者に交付し

た上で、報告内容について主治医の確認を得るとともに、その写しを本市に提出す

ること。 

 ⑵ 主治医の指示内容、搬送する医療機関、主治医及び保護者との連絡を円滑に行う

ことができる緊急連絡先等が記載された緊急時対応マニュアルを作成し、緊急体制

を整備するとともに施設の職員に周知徹底を図ること。 

 ⑶ 緊急時は、保育施設の長の指示のもと、前号に定めるマニュアルに基づき適切に

対応すること。 

 ⑷ 医療的ケア児が安心して保育施設において生活できる環境等を整えるために、担

当看護師等に対して、医療的ケアに関する研修等への参加の機会を与えるよう努め

ること。 

⑸ 医療的ケア児の状態変化時等、必要に応じて保護者と連携し、カンファレンス等を実

施すること。 

 ⑹ 本要綱に基づき作成及び提出を受けた書類については、対象の医療的ケア児が保

育施設に在籍している間は保管し、離籍後も５年間は保管するとともに保護者又は



本市がその提示を求めた場合は速やかに提示すること。 

 

（保護者の責務） 

第１３条 保護者は、次の各号に定める責務を負う。 

 ⑴ 第４条第１項に定める医療的ケアの実施を申し込んだ保護者は、本市が実施する

医療的ケアに係る面談を受けること。 

   なお、本市が主治医との面談を求めた場合には、遅滞無く主治医に対してその旨

を伝えること。 

 ⑵ 原則として医療的ケアの実施に必要な医療機器、医療用具、消耗品等は保護者が

準備並びに点検及び整備を行うこと。 

⑶ 主治医に対する診療報酬及び文書料並びに医療的ケアに必要な消耗品等につい

ては、保護者が負担すること。 

 ⑷ 登園時、対象の医療的ケア児の健康状態について、担任保育士又は担当看護師等

に伝達すること。 

 ⑸ 原則として月１回主治医の診察を受け、「主治医受診結果連絡票」（第１０号様式）

を保育施設に提出すること。 

 ⑹ その他、保育施設の長が安全安心な保育の提供に係る調整を求めた場合は協力す

るよう努めること。 

 

（医療的ケアの実施内容の変更等） 

第１４条 保護者は、対象の医療的ケア児が進級する場合又は主治医の指示により医療

的ケアの実施内容を変更若しくは追加する場合は、第４条第１項に定める「医療的ケ

ア実施申込書」（第１号様式）及び第８条に定める指示書を再度提出しなければなら

ない。 

２ 第５条及び第６条の規定は、前項に定める医療的ケアの実施内容の変更に伴う実施

申込書及び指示書が再提出された場合に準用するものとする。 

 

（実施状況の確認等） 

第１５条 市長は、保育施設における医療的ケアの実施状況を把握し、必要に応じて指

導及び助言を行うものとする。 

２ 市長は、必要に応じて、保育施設等の長、担当看護師等、保護者、主治医及びその

他市長が必要と認める者を集めて、対象児童に係る情報交換等を目的とするケース会

議を開催するものとする。 

 

（医療的ケア終了の届出） 

第１６条 保護者は、医療的ケア児保育の利用を終了しようとするときは、医療的ケア



終了に関する届出書(第１１号様式)により、市長に届けなければならない。 

 

（医療的ケア実施の取消） 

第１７条 市長は、保護者から前項に定める届出書を受理した場合及び次の各号のいず

れかに該当するときは、医療的ケア実施の決定を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により医療的ケア児保育に係る利用の承諾を受けた場合 

(2) 医療的ケアが不要であると医師から判断された場合 

(3) 集団保育が不可能であると医師から判断された場合 

２ 市長は、前項の規定により医療的ケアの実施を取り消したときは、取消通知書(第

１２号様式)により、保護者に通知する。 

 

（補則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、保育施設における医療的ケアに係る必要な事

項は、子ども若者はぐくみ局長が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成３０年３月２０日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和６年２月２６日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、決定の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は、当分の間、これを使用することができる。 

  



別表（第２条関係） 

 医療的ケアの内容 

呼吸管理 酸素吸入（気管切開、鼻腔等）、人工呼吸器管理（NIPPV、IPV を含む） 

吸引 口腔、鼻腔、気管切開部 

経管栄養 経鼻経管、胃ろう、腸ろう 

導尿 間欠的、持続的 

与薬 内服（経口、注入）、外用（座薬、浣腸、その他） 

その他 市長が実施を認めた医療的ケア 

※ 保育時間中に恒常的に必要なものを医療的ケアとして取り扱う。 

※ 経口や座薬といった与薬のみの場合は、医療的ケアに含まない。 

 


